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防災格付融資について

資料２
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内容内容

融資制度の概要

具体的事例

現在までの展開内容、課題
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被害から新たな課題を認識
・予測困難な直下型地震
・政府、住民、企業一体となった

 
救助、復興の必要性

・災害時の事業中断による利益

 
減少、顧客流出

 
・復旧資金需要の発生

 
・安定供給による競争力強化

 

・災害時の事業中断による利益

 
減少、顧客流出

・復旧資金需要の発生

・安定供給による競争力強化

企業の防災力が向上すると、

企業の経営安定

などを

 
防止

・雇用の確保による社会不安軽減

・取引関係を通じた影響の波及防止

・共助を通じた地域防災力の向上

・雇用の確保による社会不安軽減

・取引関係を通じた影響の波及防止

・共助を通じた地域防災力の向上

さらに、社会全体においても、

地域や国全体の
経済、社会の安定

新たな企業防災力の必要性新たな企業防災力の必要性

欧米流の新たな防災
・事業継続計画（ＢＣＰ）は取引条

 
件となる例も

・リスクファイナンス資金確保

経済構造の変化
・国際競争の一層の激化
・効率化、ネットワーク化により

 
ショックは早く、広く波及

中央防災会議（内閣府）

地震防災戦略（平17/3） 「今後10年間で地震被害を半減」

企業には下記の方針を示して防災力強化を目指す。
・事業継続ガイドライン（平17/8）
・「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表（平17/10）

防災の観点から個々のプ

 ロジェクトを評価するだけ

 でなく、企業の事業継続の

 社会的価値を評価・支援

 する融資制度の創設へ



企業防災への取り組み状況企業防災への取り組み状況
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（出所：日本政策投資銀行防災特別調査

 

2009年6月）



大規模災害に備えた財務手当大規模災害に備えた財務手当
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（出所：日本政策投資銀行防災特別調査

 

2009年6月）
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ＤＢＪ

「防災に対する企業の取組み」
自己評価項目表

融資対象外

企業

未達

(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

(9) 重要業務のバックアップ体制整備

(10) 地域連携の実施

(11) サプライチェーンにわたる防災対応

(12) 情報公開・社会貢献への取組み

融資対象事業：

 

防災対応評価で取り上げる防災対策（非設備資金を含む）

●

 

計画・マネジメント

 

（ＢＣＰの作成

 

等）

 

●

 

施設減災対応

 

（耐震診断・改修

 

等）

●

 

生命安全確保

 

(二次災害防止策

 

等）

 

●

 

バックアップ体制整備

 

（情報系

 

等）

ＤＢＪ防災格付融資制度概要ＤＢＪ防災格付融資制度概要

中央防災会議
（内閣府）

取り組みが「優れている」
【特別金利Ⅰ】

既
存
の
防
災
の
取
り
組
み

新
規
の
取
り
組
み

合格

合格

準拠した独自

 
評価システム

取り組みが「特に優れている」
【特別金利Ⅱ】

融
資

自己評価項目表の
基礎・推奨項目を中心とする分野

自己評価項目表の
必須・基礎項目を中心とする分野

(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定

(2) 生命安全確保策の整備

(3) 施設安全策及び設備の状況把握

(4) 教育・訓練の実施

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(6) 点検・見直し体制の整備
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防災に関する事

項が含まれていな

い。

特定の事業分野

にのみ防災に関

する事項を含む。

全ての事業分野

において防災に関

する事項を含む。

防災に関する事項を含んだ計画がない。 0 0 0
部門レベルの計画に防災に関する事項

を含むが、全社的な計画として経営者の

承認を得たものとはなっていない。
0 1 2

経営者の承認を得た全社的な計画に防

災に関する事項が含まれている。 0 2 3

位

置

付

け

（
深

さ

）

（１）－１　企業全体の経営計画に防災に関する

事項が含まれていますか？【Ⅰ－ｂ－１】

（広さ） 経営計画の対象範囲

評価の流れ

項目レベルの判定方法

法令、ISO/ＪＩＳ等の規準、企業での普及状況

 
等を踏まえ、各項目ごとの合格ラインを設定。

評価の考え方評価の考え方(1)(1)

①内閣府自己評価項目表をベースに、先進的な取り組み評

 
価などの10前後の独自項目を加えた全64項目で構成。

②64項目を(1)～(12)の分野に分類。分野ごとに、必要項目

 
数を満たした場合、合格。

③金利段階別の基準に照らして総合評価とする

・

 

最初のステージ（(1)～(6)）の要件を満たすと「優れてい

 
る」として特別金利Ⅰを適用。

・

 

さらに次のステージ（(7)～(12)）の要件を満たすと「特に優

 
れている」として特別金利Ⅱを適用。

各項目では（広さ）×（深さ）で取組を把握。

内閣府レベル（表中の数字）も参考に、項目

の重要度・難易度、企業の取組実態等を勘

案した基準により合否（○×）を判定。

合否基準は業種や企業規模に応じて設け、

幅広い企業の防災対策の促進を目指す。

評価対象となる主力の事業所を企業内のど

の範囲に設定するかを最初にご相談させて

頂きます。

金利段階での判定
（構成分野の充足度）

(１)～(１２)の分野レベルの判定
（構成項目の充足度）

６４の項目レベルの判定
（取り組みの達成/先進度）

①

②

③
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事業継続
（経済社会の安定＝

間接的な地域・社会貢献）

直接的な
地域・社会貢献

消防法
建築基準法

 

等

評価の考え方評価の考え方(2)(2)

消防計画の策定

避難・救助資機材整備

不燃化、耐震状況把握

避難訓練、緊急連絡

発展

発展

継続性の評価

個々の具体策

 
の内容・位置づ

 
けを定める

開示により企業評価→取り組み促進

特別金利Ⅰ段階「優れている」 特別金利Ⅱ段階「特に優れている」

(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定

(2) 生命安全確保策の整備(2) 生命安全確保策の整備

(3) 施設安全策及び設備の状況把握(3) 施設安全策及び設備の状況把握

(4) 教育・訓練の実施(4) 教育・訓練の実施

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(6) 点検・見直し体制の整備(6) 点検・見直し体制の整備

(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

(9) 重要業務のバックアップ体制整備(9) 重要業務のバックアップ体制整備

(10) 地域連携の実施(10) 地域連携の実施

(11) サプライチェーンにわたる防災対応(11) サプライチェーンにわたる防災対応

(12) 情報公開・社会貢献への取り組み(12) 情報公開・社会貢献への取り組み

【特徴】 項目や分野で「ハードル」を設けた上、分野やステージ別の充足度をみる「ステップアップ方式」を採用、重
層的な防災対策を推奨。

今後１年程度で実現を見込む取り組みをエンゲージメント（達成誓約事項）で評価し、対策を促進

業種や企業規模、立地に応じて適切な評価体制を構築
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融資対象資金の範囲融資対象資金の範囲

対象事業例 主に該当する評価分野

計画・
マネジメント

・ 事業継続を含む防災計画の策定
・ 防災計画の運用・改訂
・ 防災対策に関連する研究開発

(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定
(4) 教育・訓練の実施
(6) 点検・見直し体制の整備
(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(10) 地域連携の実施

(12) 情報公開・社会貢献への取組み

生命安全確保

・ 緊急対応用資機材の整備

・ 備蓄、防災無線等の整備

・ 周辺地域への二次災害防止策

(2) 生命安全確保策の整備

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(10) 地域連携の実施 (再)

施設減災対応

・ 耐震診断・改修、建替工事

・ 風水害対策

・ 設備・機器機能保全（転倒防止）

(3) 施設安全策及び設備の状況把握
(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

バックアップ
体制整備

・ 事業所のバックアップ体制構築

・ 情報システム、データの二重化

・ 業務関連設備の二重化

・ サプライチェーンにわたる防災対策

(9) 重要業務のバックアップ体制整備
(11) サプライチェーンにわたる防災対応
(12) 情報公開・社会貢献への取組み(再)

防災対応評価で取り上げる取り組みを対象とします。非設備資金（防災資機材、システ

 ム関連費用、計画策定費用

 

等）も対象となります。

先進的に防災会計を作成する企業の場合、ここから対象工事を算出することが可能。

生産設備の維持更新、労働安全衛生対策なども防災力への寄与に応じて取り上げ可能。

お客様の事業継続に資する資金について幅広く対象としておりますのでご相談下さい。

対象事業例
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ＤＢＪ防災格付融資のフローＤＢＪ防災格付融資のフロー

お
申
し
込
み

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

財務審査

契
約
締
結
・融
資
実
行

防災対応
評 価

評
価
・融
資
条
件
決
定

財務審査 及び 防災対応評価には、通常１～２ヵ月が必要です。

防災評価は、自己評価後、関連部門へのヒアリングを行い、社内規定や建築・消

防関連のエビデンスを確認させて頂きます。

ご同意頂けた場合、本件融資の実行について、具体的な防災へのお取り組みを

紹介しながら対外発表いたします。

契約時に、ご融資後の取組水準の維持等を誓約頂き、モニタリング期間中に法令

違反等があった場合には、防災格付の停止などを行います。

対
外
発
表
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主な融資事例主な融資事例

適用案件 融資実行日 業　種 対　象　事　業

安田倉庫㈱ 2006/4/6 倉庫業
東京・横浜地区に展開する倉庫事業者。全社的な防災委員会を通じて防災体制を整備し、
ＢＣＰにも着手。老朽倉庫の更新、情報システムの二重化を対象に融資。

渡辺地所㈱ 2006/5/30 不動産業
福岡市中心部で不動産業を経営。企業グループ一体となって防災体制を構築し、既存ビル
の耐震化、防潮板の設置等を行う。全国でも例の少ない免震オフィスビル建設に融資。

㈱オークワ 2006/7/27 小売業
和歌山県を中心に130店舗を有するスーパー。東南海・南海地震の津波被害などに備え、
店舗耐震化、回線の二重化等を実施し、生活必需品の安定供給体制を整備。

シンコーケミカル・
ターミナル㈱

2006/8/8 倉庫業
神戸等で化学品タンク基地を運営。阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、危険物管理等の防
災体制を構築し、財務面の想定も実施。タンク、倉庫の耐震化事業を対象に融資。

ＮＥＣリース㈱ 2006/9/1 リース業
東証一部上場のリース会社。安全衛生委員会を活かして防災体制を構築し、情報システム
に重点を置いた対策を実施。地下水膜ろ過システムなど防災リースを対象に支援。

㈱アット東京 2006/9/20 情報サービス業
世界最大級のデータセンター。ＢＣＰを策定し、建物や設備（電源、通信、空調等の多重化）
の対策とともに、災害時の行動・経営体制を整備。非常用電源等の増設に対し融資。

鴻池運輸㈱ 2007/1/16 運輸業
大阪を本社に全国展開する総合物流事業者。アウトソーシング事業では、顧客と連携した
防災対策を実施。首都圏における拠点間の相互補完体制の構築を前提とした配送センター
新設に融資。

鈴与㈱ 2007/3/23 運輸業
清水港を中心に港湾・国内外物流等を担う総合物流事業者。流通施設等の耐震性を高める
耐震補強工事、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定費用に融資。

㈱アクトシステムズ 2007/3/30 情報サービス業
広島県福山市でソフトウエア開発、データセンター業務等を展開。高い耐震強度と免震床を
備え、電源、通信、空調等を多重化した新データセンターの新設に対し融資。

㈱丸順 2007/11/30 輸送用機械
岐阜県大垣市で自動車用プレス部品・金型製造事業者。工場の耐震補強工事、消火栓設
備・火災報知器増設、安否確認システム導入資金等を対象に融資。

㈱ハローズ 2007/12/28 小売業
広島県、岡山県で３４店舗の食品スーパーを展開。システムの二重化、バックアップシステ
ムに係る費用、火災保険料等の非設備資金を融資。

三井石油㈱ 2008/12/30 石油卸売業
子会社で製油所を運営する極東石油工業と一体となった防災対策を実施し、石油製品の安
定供給体制を確立。新型インフルエンザに対応したＢＣＰを策定済。出荷設備を整備するた
めの設備資金を融資。

敦賀海陸運輸㈱ 2009/3/11 運輸業
敦賀港で港湾事業、運輸事業、旅客運送事業等を担う総合物流事業者。倉庫新設資金を
対象に融資。

当制度融資実績(H18/4～H22/12)  23件 約１１０億円
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業種別内訳業種別内訳

運輸・物流, 6

倉庫, 4

情報サービス, 3

小売, 3

その他, 7
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防災格付融資による保険料割引防災格付融資による保険料割引

防災力強化
に取り組む

企業

損保ジャパンＤＢＪ

認定証

の交付

(1)～(4)に加え、(5)または(6)を満たす
(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定

(2) 生命安全確保策の整備

(3) 施設安全策及び設備の状況把握

(4) 教育・訓練の実施

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(6) 点検・見直し体制の整備

上記に加え以下から４つ以上を満たす
(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

(9) 重要業務のバックアップ体制整備

(10) 地域連携の実施

(11) サプライチェーンにわたる防災対応

(12) 情報公開・社会貢献への取組み

優れている 【特別金利Ⅰ】

特に優れている 【特別金利Ⅱ】

割引制度

対象：ＤＢＪ防災格付を取得した企業

優遇割引幅：

政策金利Ⅰ：最大５％

政策金利Ⅱ：最大１０％

保険申込

(ＤＢＪ評価

の提示)

防災対応促進事業(防災格付)融資制度 企業費用利益総合保険割引制度

補償の内容：
営業休止・阻害による休業損失、
及び/又は 営業継続費用

コンサルティング



消防団協力事業所表示制度消防団協力事業所表示制度
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安田倉庫株価の推移安田倉庫株価の推移

15

1,800 

1,850 

1,900 

1,950 

2,000 

2,050 

1,100 

1,150 

1,200 

1,250 

1,300 

1,350 

3/23 27 29 31 4 6 10 12 14 18

安田倉庫株価

ＴＯＰＩＸ

（倉庫・運輸関連業）

ＴＯＰＩＸ
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融資事例融資事例
 

－㈱オークワ－－㈱オークワ－

日本経済新聞（兵庫版）

 

２００６年７月２７日

和歌山市に本拠を置くチェーンストア

㈱オークワに融資

地震・津波に対する店舗の安全性確

保、地震保険への加入、

営業継続・早期復旧体制の強化等の

防災への取組みが高く評価され、最

上位ランクの格付けを取得

関西地域 第１号案件

 小売業

 
全国初

（出所：ＤＢＪホームページ）
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融資事例融資事例
 

－㈱シンコーケミカル・ターミナル－－㈱シンコーケミカル・ターミナル－

初のランクアップ案件

平成１８年8月

 

１回目

 

防災格付融資（特別金利Ⅰ）

 ↓

平成１９年４月

 

事業継続計画を策定

 ↓

平成２０年８月

 

２回目

 

防災格付融資（特別金利Ⅱ）

 ↓

当社ではＢＣＰの定期的な見直しを通じたＰＤＣＡサ

イクルを構築

（法令の期限よりも前倒ししたタンクの耐震化対策

 、情報系のバックアップ体制整備、利益保険への

 加入、市民救命士の資格取得を含めた教育・訓練

 の実施等）

↓

平成２１年８月

 

3回目

 

防災格付融資

日刊工業新聞
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融資事例融資事例
 

－－ ㈱丸順㈱丸順 －－

■

 
岐阜県に本社のある自動車部

 品製造の㈱丸順に融資

■

 
東海地震に対して「地震防災マ

 ニュアル」を策定するに留まら

 ず、実践的な防災訓練の実施。

 訓練を踏まえたマニュアルの不

 断の見直しによって、災害に対

 する即応力向上

■

 
実効性の高い従業員の安全確

 保、生産活動の早期復旧対策

日本経済新聞

 

地方経済面（中部）

 

２００７年１１月３０日

製造業

 
第１号案件

 東海三県

 
第１号案件
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融資事例融資事例
 

～～NECNECリース㈱～リース㈱～

■リース事業を通じて企業の防災、
ＢＣＰを支援

■リース用物件として地下水膜ろ過
システムが対象

初のリース事業者向け融資



融資事例融資事例
 

～三井石油～三井石油((株株) ) ～～

20

日本政策投資銀行の「防災格付融資制度」で最上位ランクと評価
～石油業界初の防災格付け融資～
三井石油株式会社(以下当社)は、株式会社日本政策投資銀行（以下

 
DBJ）が実施する「防災格付制度」の審査において、最上位ランク

 
の評価を取得し、石油業界で全国初の認定を得て、2008年12月30日

 
に同制度に基づく融資を受けました。

当社では、従来から災害時の石油製品安定供給を最優先に防災体制

 
を整備してきましたが、今回の評価において極東石油工業㈱の防災

 
対応を含め評価ランク中、最上位となる「防災への取り組みが特に

 
優れた企業」として、最優遇金利の適用を受けました。

特に、（１）自社のオフィスビル、製油所、ガソリンスタンドのそ

 
れぞれにおいて関係法令に準拠した規程類を整備し、随時教育訓練

 
も行う等、特に危険物の管理についてリスクの低減に努めているこ

 
と、（２）新型インフルエンザに関する事業継続計画（ＢＣＰ）を

 
策定し、大地震等を想定した総合的なＢＣＰについても現在策定中

 
であること、（３）自治体・周辺企業との共同防災等、自社のみな

 
らず地域や関係先が一体となった体制づくりにより実効性を高めて

 
いること等の具体策に積極的に取り組んでいる点が高く評価されま

 
した。 今回の融資は、当社が極東石油工業㈱の製油所内において建

 
設する、災害時の供給手段多様化に資する出荷設備を対象にしたも

 
のです。

当社は、今回融資対象事業と併せて、災害時において最も重要な石

 
油製品の安定供給等の防災体制を構築することについて、引き続き

 
取り組んで参ります。

 

（出所：三井石油ホームページ）

極東石油工業㈱の防災対応を

含め評価（グループ評価）

新型インフルエンザに関する

ＢＣＰを策定

石油業界で全国初の認定
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金利優遇によって直接収益に貢献しない防災対策のコストを抑制するこ

とができる。

格付を通じて、防災対策に関する情報を引き出し、企業の同意を得て公

表することで、企業評価を高める効果がある。さらに、先行企業の取組

みが刺激となり、他企業の取り組みを促し、社会全体の防災力を高めて

いくことが期待される。

格付の評価を通じて課題の発見や業界内における位置づけを確認でき

るメリットもある。そして今まであまりクローズアップされることの少なかっ

た関連セクションの貢献に対して、より積極的な評価をする機会を提供

している。

防災格付融資活用のメリット
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現在までの展開と課題現在までの展開と課題

展開

・銀行、保険会社との連携

・自治体等との連携

■課題

・評価手法の一層の高度化

・幅広い業界への展開

・企業評価とのリンク
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